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民営化計画

1 は じめに

（ 1） 民営化を進める理由

盛岡市は，地方分権が進むなかで，基礎 自治体 としての役割をとらえ直す

とともに，厳 しい財政状況を克服 し，少子高齢化への対応など市政に託され

たさまざまな課題 に対応するため，行財政運営全般の構造改革を進めていま

す。

「 最小の経費で最大の効果をあげるよう」努めることが行政の責務であり，

より少ない経費で同じサー ビスを提供できる方法があれば，その方法を検討

すべきであ り，その方法が変化に対 して迅速かつ柔軟に対応できる点で優れ

ているのであれば変えてい くべきと考えています。

かつて保育所では，一定の保育サー ビスを提供すれば足 りていま したが，

保護者の就労形態などの変化により，保育ニーズが多様化し，保育所独引こ
きめ細かく対応す るといった柔軟 さが求められています。

この ような状況か ら，民間保育所の持つ機動性や柔軟性を生か して，多様

な保育サー ビスを提供す るため，官 と民 との役割分担や責任の確保策，効率

性，サー ビスの水準を検証 しなが ら，「民間でできることは民間に委ね る」

を原則 に，公立保育所の管理運営業務の民営化を進めることとしたものです。

当市は，平成 17 年度に待機児童が 50 人以上となってお り，保育需要が

増大しています。児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）、第 56 条の 7 では，

「 保育の実施への需要が増大 している市町村は，公有財産ク、〉貸付けその他の

必要な措置を積極的に講ず ることにより，社会福祉法人その他の多様な事業

者の能力を活用 した保育所の設置又は運営を促進 し，保育の実施に係 る供給

を効率的かつ計画的に増大 させ るものとする」と規定 されていることからも，

公立保育所の民営化を進め，待機児童の解消にも努めなければならないもの

と考えています。

（ 2） 計画の 目的

この計仲‖ま，市の公立保育所を民営化する際の基準を定め，市民・事業者

へ広 く示すことにより，民営化に対する保護者や市民の不安を解消し，円滑

な民営化 を図るとともに，優 良な事業者の参入を促 し，安定的継続的な保育

所運営を卜】指す ことを目的 としています。

2 民営化の時期と対象保育所

民営化は，順次行 うこととしていますが，おおむね 5 年間を単位に，その期



閣内における民営化の計画を立て，進 めることとします。対象 とする保育所は，

待機児童数，施設設備，就学前児童数，特別保育のニーズ等の状況を勘案しな

がら判断 してまい ります。

3 対象保育所の公表と説明睾の実施

対象保育所の公表は，利用者が保育所を選択する際の参考にできるように，

公表か ら民間移管まで最低 1年間の期間を確保するよう努めます。

また，公表後対象保育所の保護者に対して説明会を実施 します。

4 民営化の形態

民営化の形態は，施設の設置・運営を民間が行 う民間移管方式とします。

（ 1） 土地は，10 年間無償貸付とします。無償貸付期間経過後については，期

間満了前に市 と協議の うえ，期間を更新す ることができるもの とします。

（ 2） 建物・備品及び工作物については，無償譲渡とします。

（ 3） 建物が国の財産処分制限期間（木造 27 年，鉄筋 コンク リー ト60 年）を

超えている場合などについては，現在地での建て替えの可能性などを検討し

たうえで，建物は，民間で建設 していただ くこととします。

（ 4） 施設の整備 にあたっては，次世代育成支援対策施設整備交付金対象事業

として，市 と協議を行っていただくほか，市単独での保育所施設整備補助金

の交付を行 う予定です。

5 運営主体 と施設の譲渡制限

保育所の運営主体に関 しては，平成 12 年から国の規制が緩和 され，地方公

共団体又は社会福祉法人に限定されていた認可保育所の運営主体が株式会社，

学校法人，N P O 等にも認められ るようにな りま した。

しかし，国庫負担金を受けて建設 した施設を無償譲渡するにあたって は，補

助金等に係 る予算の執行の適正化 に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）第

2 2 条で制限があり，国で定める財産処分制限期間内に無償譲渡する場合，相

手は，地方公共団体，社会福祉政人又は民法第 34 条の規定により設立された

法人に限 られています。

また，上記の処分制限期間を超えて譲渡す る場合は，運営主体の制限はあ り

ませんが，市の財産 を無償譲渡することや法人の設立 目的などか ら判断 し，市

としては，社会福祉法人又は民法第 34 条により設立された法人（以下「社会

福祉法人等」といいます。）を対象 に移管することとします。
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職員の処遇

公立保育所に勤務 している職員に関 しては，退職者不補充を原則 とし，対象

保育所に勤務 してし′、る職員を他の部署に配置換えす ることな どにより，民営化

を進めることとします。

運営の条件

保育所の運営主体には，

（ 1） 関係法令等の遵守

関係諸法令を遵守 し，

（ 2） 保育時間 と休園 日

①通常の保育時間は，

②休園日は，日曜 日，

号）に規定する休 日，

次の条件を付 します。

市の指導に従 うこと。

午前 7 時か ら午後 6 暗まで とす ること。

国民の祝 日に関する法律 （昭和 23 年法律第 178

1 月 2 日， 3 日及び 12 月 29 日，30 日，3 1 日とす

るこ と。

（ 3） 定員及び受入れ年齢

①移管前の定員を下回らないこと。定員を決定・変更する際には，市と

事前に協議すること。

②乳児から5 歳児までを受け入れること。ただし，乳児の受入れについ

ては，移管後 3 年以内に行 うこと。

（ 4） 職員配置

①園長は，社会福祉事業に従事した経験を 5 年以上有し，児童福祉に熱

意のある者 とすること。

②保育士の うち最低 1名は，10 年以上の保育経験を有する者とすること。

③保育士の 3 分の 】以上（園長，上記の 10 年以上の保育経験を有する者

を含む）は，5 年以上の保育経験を有す る者 とすること。

④乳児保育を行 うにあたっては，看護師等を配置 し，乳幼児の健康管理

に努めること。

⑤栄養士を置くこととし，乳幼児の栄養管理や食育を進めること。

⑥食数に応 じて必要な調理員を配置すること。

（ 5） 保育内容の継承

保護者のご意見・ 要望等を取 り入れながら，対象保育所の保育内容を継

承すること。

（ 6） 特別保育事業

①延長保育は，最低限午後 8 暗まで実施すること。

②－一時保育又は休l‾1供育の実施に関しては，市と協議を行うこと。

③集阿保育が可能な障害のある子どもを原則 として受け入れること。
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（ 7） 行事

①原則 として，移管前の年間行事を継承すること。また，その他の行事

の実施については，保護者の同意を得て行 うこと。

②地域活動事業 として月 1 回以上の保育所の開放 を行 うとともに，地域

の子育てを支援するための育児相談等を行 うこと。

（ 8） 給食・保健衛生

①給食は，自園調理方式を採用すること。

②給食の提供にあたっては，児童福祉施設における「食事摂取基準」を

活用 した食事計画に基づき，児童の体調や食物ア レルギーに対する除去

食等の実施など個別事情に十分配慮すること。

③「食育基本法」や「保育所における食育に関する指針」に基づいて各

年齢の発育・発達段階に応 じた食育に取り組むこと。また，献立の提示

や展示食 を実施するなど児童・ 保護者 に対する栄養指導に努めること。

④給食施設・設備をはじめ，施設の衛生管理，児童・職員の健康管理を

徹底すること。

⑤園児に対 しては，年 2 回の健康診断や歯科健診，年 1 回の眼科健診や

耳鼻科健診などの当市の定める健診等を必ず実施するとともに，嘱託医

等との連携を十分図ること。

（ 9） 費用の徴収

園児に配布す る絵本等の教材費，園外活動にかかる実費，延長保育料，

特別保育の利用料その他市が認める実費徴収金以外の負担を保護者に求め

ない こと。

ただ し，保育サー ビスの対価 として必要 と判断する場合は，保護者 とよ

く協議 し，理解 を得てか ら実施すること。

（ 10） 職員研修

職員の資質向上のため，職員研修計画を作成 し，積極的に研修等に参加

させ るこ と。

（ 11） 保護者 との懇談等

保護者 との懇談を適宜開催 し保護者の意向を把握するとともに，保護者

の要望に対 しては誠意を持って対応すること。

また，苦情解決の仕組み（苦情解決責任者，苦情受付担当者，第三者委

員の設置）を軽偏すること。

移管先法人の公募

移管先の法人は，公募により選定す ることとし，応募資格は，次のすべてに

該当するもの とします。



①岩手県内に法人本部がある社会福祉法人等であること。

②岩手県内において認可保育所を設置運営している実績があること。

9 移管先法人の選定方法

（ 1） 選定委員会

①応募提案を審査選定するため選定委員会を設置 します。

②選定委員は，学識経験者，対象保育所の保護者代表等のうちから5 名程

度を選任 します。

③選定委員会の会議は非公開としますが，応募者からのヒアリングは公

開とします。

（ 2） 選定要領

選定要領は，選定委員会で協議 して定め，公表 します。

（ 3） 決定

選定委員会が選定 した法人 と移管の事業内容等について詳細を協議 した

うえで，市長が決定 します。

1 0 引継ぎ

（ 1） 移管までの準備期間と移管計画の策定

移管先法人が決定 されてか ら移管までの準備期間 として 1 年間を確保す

るよう努め，事業者の引継体制や保護者の理解等，移管されるまでに十分

な準備ができるよう移管計画を立てます。

（ 2） 引継 ぎの進行管理等

市は・ 円滑に移管が行われるよう，移管計画に基づき進行管理を行 うとと

もに，問題が生 じた場合には，必要な改善・ 指導を行います。

また，移管準備期間や引継保育期間において，市は，研修や職員配置に

ついて必要な支援を行います。

（ 3） 引継保育の実施

移管の際には，保 育士等の職員が入れ替わること等か ら，子どもたちが

新しい保育士に早く慣れることができるよう，移管のための準備期間中に

市職員 と事業者職員が合同で保育に当たる期間を設けます。移管の期間中

に子 どもの様子な どの把握 に努め，きめ細かく対応 しなが ら引継 ぎを行い

ます。

引継保育の期間は，1 年を 目安 としますが，その具体的な期間については

対象保育所の糊 己を踏まえ，保護者・事業者・市で協議のうえ，定めます。
（ 4） 保護者・ 事業者・ 巾の三者 による話 し合いの場の設置

H 滑な引継 ぎを行 うためには，保護者・ 事業者・ 前の信頼関係が大切な
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ことから，事業者の決定後，速やかに三者による話 し合いの場を設けます。

また，事業者職員と市立保育所職員の両者が円滑な移行に向けた意識づ

くりを行 うため，互いに交流する機会を設けます。

1 1 移管後の市の関与

（ 1）移管後における市の支援

事業者の質の維持・向上のため，市は，他の私立保育所と同様に補助金

や研修の面で支援 していきます。

（ 2） 移管後の保育内容の確認等

移管後においても市職員の訪問指導を行い，円滑な引継ぎに努めます。

また，引き続き一定期間，保護者・事業者・市の三者において定期的な

話し合いの場を設け，保育内容を逐次確認するとともに，移管に関する問題

が生 じた場合 には，必要な改善・ 指導を行います。

（ 3） 保育内容の評価 と結果の公表

移管後における保育内容について，保護者へのアンケー ト等を実施 し，

その運営状況の評価を公表 します。



【 第 1 次民営化実施計画 （平成 18 年度～平成 22 年度）

盛岡市の公立保育所の民営化については，平成 18 年度から準備を進め，平成

2 0 年度か ら順次民営化 してい くこととしていますが，この計画は，平成 22 年ま

での 5 年間を第 1 次計画として位置づけ，民営化を実施 していきます。

なお，第 2 次民営化実施計画 （平成 23 年度～平成 2 7 年度）は，平成 2 1 年度

に策定 し，公表 します。

1 対象保育所

第1 次計画において実施する民営化の時期 と対象 とする保育所は，次の とお

りとします。

2 対象保育所の選定理由

民営化する保育所を選定 した理由は，次の とお りです。

（ 1） 津志 田保育園

①都南地区での乳児保育の需要が高いこと。

②園庭が広く，乳児保育を行 うための乳児・ほふく室等の整備が可能であ

るこ と。

③今後も伽育需要が見込めること。

（ 2） なかの保 持園

①施設が老朽化 してお り，建て替えが必要なこと。

②建て替えのための保育所用地が近隣にあること。

③乳児保ffの需要があること。

①近接 して住宅地の開発等があり，今後も保育需要が見込めること。

3 民営化にあたって実施・充実する保育サー ビス

（ 1） 乳児保育

（ 2） 特別保育

午後 8 暗までの延長保育，－－－一時保育・休 日伽育の実施

（ 3） 子育て支援

子育て支援センターの実施
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移管年度 保 育所名

所在地

認可設置年月 日

改築年

敷地面

積 （ポ）

建築面

積 （ポ）

定員．保育

開始年齢

平成 20 年度 津志 田保育園

盛岡市三本柳 4－16・1

昭和 45 年 4 月 1 日

平成元年 改築

3，6 56 6 0 1 9 0 名．

1 歳

平成 21 年度 なかの保育園

盛岡市東 中野字見石 55

昭和 45 年 5 月 1 日 】，494 4 2 2 9 0 名

1 歳




